
（参考） 

「Ⅱ．新型コロナウイルス感染症に対応した臨時休業の実施に関するガイドライン」

の変更について（通知）（令和２年４月 17 日付け 文部科学事務次官通知）【抜粋】 

 

１．臨時休業の実施にかかる考え方について 

（３）新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言の対象区域に属す

ると特定された地域における臨時休業の考え方について 

 

② 学校施設の使用制限等の要請がなかった場合の対応について 

 

特措法第 45 条第２項に基づく学校施設の使用制限がない場合でも、同法第 24 条

第７項等に基づく要請又は事実上の協力要請により、学校の臨時休業が求められる場

合があります。その場合には、学校の設置者は地域や児童生徒等の生活圏（通学圏 や、

発達段階に応じた日常的な行動範囲等）におけるまん延状況を踏まえて臨時休業の必

要性を判断してください。その際は、都道府県等の対策本部において衛生主管部局の

見解を踏まえつつ十分に検討し、慎重に判断してください。臨時休業を行う場合には

「２．学習指導に関すること」から「８．幼稚園を臨時休業する場合の預かり保育等

の提供に関すること」を参照しつつ、子どもの学びや心身の健康の保持・増進等に十

分に留意ください。 

 

 


